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商工中金経営改革プログラムの概要①

 経営改革プログラムは、2018年5月22日に主務省に提出いたしました

「業務の改善計画」の内容を着実に実行していくための実施計画です。

 商工中金は、この計画に基づき、中小企業のための金融機関という使

命、役割を果たしていくという本来の姿に「原点回帰」し、真にお客

さまのニーズ起点・お客さま目線での業務運営に転換していきます。

プログラムの位置づけ

ＫＰＩの設定

 経営改革プログラムに基づき、商工中金の特徴を活かした「経営支援

総合金融サービス事業」を展開し、持続可能なビジネスモデルを確立

していくため、主要な施策に対してＫＰＩを設定し、その進捗状況を

公表していきます。

 ＫＰＩは、お客さまのニーズにお応えした結果をモニタリングするた

めの指標として捉え、ビジネスモデルの確立に向けて、適切にＰＤＣ

Ａサイクルを回していきます。
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商工中金改革プログラムの概要②

「経営支援総合金融サービス事業」を展開

景気変動に
左右されない
金融スタンス

中小企業組合等を
通じた

面的な支援機能

全国・海外
ネットワークを

活かした
ソリューション提供力

短期資金を含めた
幅広い金融機能 中立性を活かした

コーディネーター機能

商工中金の特性

基本的な考え方

企業価値向上

長期的な視点から景気変動等に左右
されることなく、中小企業・中小企
業組合に寄り添い、信頼関係を構
築・深化させることで、真のニーズ
や課題に応じた最適なソリューショ
ンを効果的に提供し、企業価値向上
に貢献していきます。

持続可能性

付加価値の高い業務を通じ、トップ
ライン（資金利益、役務収益）を確
保するとともに、聖域のない経営合
理化を進めることにより、自立した
持続可能なビジネスモデルを実現し、
商工中金の企業価値向上に取り組み
ます。

構造改革

金融業界を取り巻く経営環境は一層
厳しさが増すため、役職員一体で危
機感を共有の上、未来志向の構造改
革を進めます。

社会的課題解決

SDGs等の地域的・社会的課題に向
けた取組みを実践し、我が国の発展
に貢献していきます。
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課題の共有

ＫＰＩ

◆商工中金のビジネスモデルを共有し
た取引先数

65,112先・100.0％（20.3期）

◆事業性評価を通じて正常運転資金を
把握した取引先数

61,913先・95.1％（20.3期）

※パーセンテージは、商工中金がビジネスモデル
の共有が必要と判断した取引先数に対する割合

商工中金の考え方

① 真にお客様本位で長期的な視点から中小企業及び中小企

業組合の価値向上（＝「共通価値の創造」）に貢献する
ことが目的であり、事業性評価に基づく融資や本業支援
により、「財務ＣＦと営業ＣＦの改善」に継続的に取り

組みます。

② 財務ＣＦ改善と営業ＣＦ改善に取り組むため、お客さま
との対話と現場の実査に基づいて事業性評価の一丁目一

番地（入口）である正常運転資金（＝営業ＣＦの源）を
先ずは適切に把握します。

③ 安定した取引スタンス、ぶれない姿勢を示しつつ、「財

務ＣＦ改善」に加え「営業ＣＦ改善」に向けた本業支援
に取り組むことにより、お客さまとの強固な「信頼関
係」の構築に継続的に取り組みます。

 経営改革プログラムを実施する前提として、商工中金の取引スタンスにかかる考え方等をお客
さまに丁寧に説明し、対話を通じて課題を共有していきます。

 この過程を通じて、お客さまとの強固なリレーションを築いてまいります。

 ほぼ全取引先との共有が図られたことから、KPIとしての集計は2020年3月を以って終了しま
すが、商工中金の考え方を繰り返し説明し、リレーションの構築に努めてまいります。
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 事業性評価を｢経営支援総合金融サービス｣を展開していく
ための入り口として再定義し、お取引先ニーズ起点で課題
共有を図り、課題や情報を体系的に蓄積していくことで提
供するソリューションの高度化に努めています。

 外部機関とも連携して研修を強化し、職員の事業性評価の
スキルアップを図るとともに、ローカルベンチマークを参
照した事業性評価ツールなども活用して、事業性評価の取
組みを強化しています。

 2018年度から2019年度にかけて、ほぼすべてのお客さま
に対して事業性評価（正常運転資金の把握）を実施し、課
題を共有しました。共有した課題の解決に繋がるソリュー
ション提供に継続して取り組んでまいります。

事業性評価の取組み

事業性評価の取組み強化

課題
大

課題
小

サポートシートを活用して、課題解決に繋
がるソリューションを提供するために必要
な情報等を効果的に収集（課題を有してい
る大宗のお取引先）

事業性評価ヒアリング
サポートシートを活用

今後のソリューション提供時等に活用する
ことを想定し、事業性評価に有用な情報を
収集・蓄積（全お取引先が対象）

経常的な訪問時等で把握
した定性的な情報を蓄積

 事業性評価を経営支援総合金融サービス事業の起点と位置付け、全社的な取組みを強化。

踏み込んだ支援を行う際には、対話型
の事業性評価シートを活用して、必要
となる情報を体系的に整理

対話型の事業性
評価シートを活用

ソリューションの提供

ＫＰＩ

◆お客さまと共有した課題・ニーズの件数
89,426件（20.3期）

◆ローカルベンチマークの取組件数
33,790件（20.3期）

◆経営者保証GLに基づく無保証貸出比率（長期貸出）

41.2％（20.3期）
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ファイナンス支援

16,000 

9,600 

3,500 

2,000 

（単位：億円）

3,768

8,765

988
474
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重点分野
2021年度

残高イメージ

重点分野
2018年度

残高

取組み内容

 重点的に取り組む分野をAからDゾーンと定義。商工中金
の特性を活かしつつ、顧客のニーズや課題に応じたファ
イナンスの提供に注力します。

財務構造改革支援

事業性評価を起点に、
財務構造改革を実施し
たのち、本業支援を行
うことで、企業価値向
上を支援。

A ゾーン

事業再生・
経営改善支援等

債務超過や赤字等、財
務・収支に課題を有し
ているお取引先に対
し、経営改善計画の策
定支援等を通じ、事業
再生・経営改善を支
援。

B ゾーン

産業構造の変革への
挑戦支援

業界集約化やビジネス
モデルの変革（脱下請
け化、海外展開）を行
う企業に対し、産業再
編M＆A、海外展開支
援等を実施。

C ゾーン

新産業への挑戦や
創業支援

D ゾーン

フロンティア分野（航
空機、ロボット、高度
IT）に挑戦する企業や
創業から間もない企業
に対し、投融資と本業
支援一体の支援を実施
し、地域の金融機能の
高度化に取り組む。

ＫＰＩ

◆Ａゾーン支援件数 16,474件
残高 9,074億円

◆Ｂゾーン支援状況

経営改善計画策定支援件数 642件
リファイナンス支援件数 635件

◆Ｂゾーン先のランクアップの状況
□ ランクアップした取引先

544先・13.5％

□ 経営指標が改善した取引先
2,575先・76.0%

◆Ｃゾーン支援件数 568件
残高 1,668億円

◆Ｄゾーン支援件数 1,048件
残高 585億円

※実績値はすべて20.3期
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【本業支援】事業承継支援・M&A支援

 事業承継支援
中小企業経営者の高齢化に伴い、事業承継支援ニーズが増加。
事業承継の入口から承継後の後継者の育成といった出口まで一
貫したサポートを行うため、経営ソリューション本部の人員を
大幅に増強し、取引先の相談にきめ細かく対応しています。

取組み内容

事例

取引先と連携した事業承継サポート

 A社社長は、近時の後継者不足等を要因とした中小企業の廃業による日本の製
造業が有する技術が失われることに大きな危機感を持っていました。その課
題を解消するため、廃業等の危機に瀕した企業を受け継ぎ、維持発展させる
ことを志向する企業としてA社を設立しました。

 Ａ社は買収後に企業の磨き上げを行い、再売却するのではなく、技術力は
あっても、中小企業の弱点であることが多いIT面をサポートすることで企業
価値の向上を図り、引き続き、企業グループとして地域雇用の維持も実現す
るものです。

 今回、A社は後継者不在に悩む自動車部品を製造する企業から事業譲渡を受け
ることを検討し、商工中金は、SPC を利用したスキームにより、地域金融機
関と連携し、事業性評価を実施のうえ協調融資を行いました。

M&A
支援

外部機関
との連携

事業承継

事業再編

生産性向上
人手不足解消

事業再生

 M&A支援
事業承継の出口としてのＭ＆Ａに加え、生産性向上や人手不足
を解決する手段としてのＭ＆Ａ、地域や業界のリーディングカ
ンパニーが主導する事業再編に伴うＭ＆Ａ、事業再生に資する
Ｍ＆Ａ等、多様なニーズに対応するため外部機関との連携も進
めていきます。

ＫＰＩ

◆事業承継支援件数（※1）

308件（20.3期）

◆Ｍ＆Ａ支援件数（※2）

20件（20.3期）

※1事業承継支援のためのファイナンス支援を実施し
た件数、事業承継コンサル契約を締結した件数の
合計

※2商工中金のサポートにより成約した支援件数

事業承継
承継後の
後継者育成

一貫してサポート

経営ｿﾘｭｰｼｮﾝ本部
の人員大幅増強
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【本業支援】ビジネスマッチング支援

 商工中金が有する国内外ネットワークを使い、国内での販路拡大
ニーズに加えて、海外での販路拡大ニーズにも対応します。

 ビジネスマッチング担当の本部人員を増強し、ビジネスマッチング
データベースの整備・高度化を進めるとともに、ＡＩを活用した
マッチングシステムを導入していきます。

取組み内容

事例

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸﾞ
担当人員
の増強

データベース
の整備・高度化

AIを活用した
ﾏｯﾁﾝｸﾞｼｽﾃﾑ
の導入

ＫＰＩ

◆ビジネスマッチング支援件数（※）

615件（20.3期）

※取引先間、提携先と取引先間、他の金融機関の取引先と
商工中金の取引先間のビジネスマッチングの成約件数

外部と連携した倉庫シェアリングプラットフォームの提供
 物流業界の生産性向上や産業競争力強化へ向け、国内で唯一倉庫シェアリ
ングサービスを手掛ける株式会社soucoとビジネスマッチングに関する基
本契約書を締結しました。

 souco 社の倉庫シェアリングプラットフォームと、商工中金の広範な顧客
基盤を連携させ、物流業界の生産性向上を支援していくことを目指してい
ます。

 商工中金は遊休不動産・施設の有効活用や物流の効率化等を通じて、中小
企業の企業価値に貢献してまいります。

 倉庫シェアリングサービスの提供
 契約～保険～決裁をワンストップで実現
 （将来的な）シェアリングサービスの機

能強化・高スペック化

 全国のお客さまに対する招致・啓蒙
 ファイナンス・決済面をサポート
 本プラットフォームのご利用を契機に不

動産有効活用・資金調達等、広範なニー
ズに対応



Copyright © SHOKO CHUKIN BANK All Rights Reserved. 8

【本業支援】海外展開支援

取組み内容

事例

 中国・ASEAN・北中米を重点地域と位置付け、ASEAN地域での現
地政府機関や現地銀行とのアライアンス強化、ニューヨーク支店を
はじめとする海外ネットワークを活用した地域金融機関との連携強
化等、中小企業の多様化する海外展開ニーズに的確に対応するため
の体制を整備の上、積極的なサポートを実施します。

政府機関や
銀行との
ｱﾗｲｱﾝｽ強化

海外ネットワーク
を活用した
地域金融機関
との連携

中小企業の多様化する海外展開ニーズに対応

地元信用金庫と協調して米国での事業展開をサポート

 Ｂ社は自社開発の24時間無人稼働工場を軸とした独自の生産管理シ
ステムで、金属加工や試作品製造に強みを有する企業です。米国試
作品市場に参入すべく、2014年4月に米国法人を設立しました。

 米国スタートアップ企業の試作品製造需要を取り込み、受注は堅調
に推移しましたが、取引のある地元信金には海外ファイナンス機能
がないために米国法人での運転資金調達が課題となっていました。

 課題を解消するため、地元信金が発行するSBLCを受けて商工中金の
ニューヨーク支店が資金枠を提供する協調融資を実施しました。

 運転資金枠の確保により、米国現法は米国航空宇宙関連企業やエン
ターテイメント企業からの受注に対応できるようになりました。

ＫＰＩ

◆海外展開支援の状況

海外与信先数（※1） 1,090先（20.3期）

海外現地法人の課題・ニーズ把握件数（※2）

2,748件（20.3期）

※1現地法人への貸付、スタンドバイＬ/Ｃによる保証、親子
ローンによる貸付を有する取引先海外現地法人先数

※2商工中金の海外拠点において、現地における取引先の課題
やニーズを把握した件数
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【本業支援】組合支援

取組み内容

事例

 中小企業組合に対し、重点分野を中心とした多様なソリューション
を効果的・効率的かつ面的に提供することで、商工中金ならではの
「地方創生」に取り組んでいます。

組合との関係強化を通じた

ソリューション提供

商工中金

事業性評価
・課題共有

ソリューション提供

組合（所属：約21千組合）

組合員 組合員 組合員

事業承継、ビジネスマッチング、IT化、
人材不足、経営改善・事業再生等

地方公共団体と連携した災害時対応を資金面からサポート

 Ｃ組合は、愛知県内のテントやシートの製造、加工、販売業者など
57 社で構成されています。

 東南海トラフ地震等に備え、2018 年12 月に愛知県、2020 年1 
月には名古屋市と「災害時における応急対策用資材等の供給等の協
力に関する協定」を締結しました。

 大規模災害発生時に愛知県・名古屋市からの要請により、必要なテ
ントやシート類、避難所でのプライバシー確保のための間仕切りな
どを組合員に委託して自治体に供給します。

 大規模災害発生の初期には、短期間に多数の物資の供給を要請さ
れ、多額の仕入れ資金が生じることから、商工中金は組合員が安定
的に資金調達をできるコミットメントライン枠2億円を開設するこ
とにより支援しました。

ＫＰＩ

◆組合事務局長会議開催件数（※）

160件（20.3期）

※ 組合が抱える課題抽出や他の組合との連携強化等を目的
として、商工中金が中小企業団体中央会と連携して開催
する「組合事務局長会議」の開催件数



Copyright © SHOKO CHUKIN BANK All Rights Reserved. 10

体制・人材の強化

取組み内容

 お客さまのニーズを的確に把握するための事業性評価能力の向上、
ソリューション提供に関する社内資格取得者や経営改善に関する社
内資格取得者等の専門人材育成プログラムの構築、外部研修による
高度な知識・スキルの習得等、ビジネスモデルを支えるための人材
育成を強化します。

 新たな課題や複合的な課題に対応する専門部署を経営ソリューショ
ン本部に設置しました。また、本業支援に関して、お客さまとの接
点を増やす観点から、経営ソリューション本部による同行訪問件数
もＫPIとして設定しています。

取組実績

ＫＰＩ

◆本部の同行訪問件数
5,292件

◆事業性評価に係る外部資格取得率（※1）

75.1％

◆事業承継に係る外部資格取得率（※2）

71.1％
◆社内資格の取得者数

ソリューション提供社内資格取得者
134名

経営改善支援社内資格取得者
102名

※1銀行業務検定（事業性評価3級）、金融業務能力検
定（金融業務3級）の取得率

※2銀行業務検定（事業承継アドバイザー3級）、金融
業務能力検定（金融業務2級事業承継・Ｍ＆Ａアド
バイザー）、ＦＰ技能士3級の取得率

 事業性評価に係る外部資格取得率は、前年の60.2％から75.1％に増
加しました。

 事業承継に係る外部資格取得率は、前年の46.4％から71.1％に増加
しました。

 事業承継やＭ＆Ａ等のソリューション提供に関する社内資格（ビジ
ネスソリューションアドバイザー（ＢＳＡ）について、研修等の強
化を図り、有資格者を134名としました。

 事業再生や経営改善に関する社内資格（経営サポーター）につい
て、段階的な育成を進め、有資格者を102名としました。

※実績値はすべて20.3期
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役員、本部、営
業店各層で目的
に応じた働きか
けを行うことで
効果的な連携を
推進

地域金融機関との連携・協業

取組み内容

 ファイナンス支援による
リスクシェアやノウハ
ウ・プラットフォームの
共有を通じて、具体的な
連携・協業を図ります。

 リレーションに基づかな
い金利面のみでの競争は
行いません。

地
域
金
融
機
関
・
業
界
団
体

経営

本部
（地域連携推進室等）

営業店
（連携窓口）

ビジネスモデルの考え方の説明

連携・協業
リスクシェア・ノウハウ等の共有

第1ステップ

第2ステップ

継続的な対話

地区担当役員を中心とし
た経営層ﾚﾍﾞﾙの関係構築

業務主管部による
本部同士の接触

営業店管理職（連絡窓口）
による継続的な接触を

通じた関係構築

業界団体

意見交換会を通じた
相互理解向上（全銀協
を含む5業態対象）

交流・連携

ＫＰＩ

◆地域金融機関との情報交換

地域金融機関への訪問件数 1,458件

業界団体との意見交換会の開催件数 7件

◆本業支援・ファイナンス支援における協調

協調によるソリューション提供件数 583件
地域金融機関との協調融資件 2,160件

商工中金

※実績値はすべて20.3期事例

地域金融機関と連携して地域活性化に貢献

 Ｄ社はバス・タクシー業を中心に観光・不動産事業等を手掛け、
地域の活性化・街づくりに貢献する地域の中核企業です。

 今回、地域活性化の観点から地域の鉄道事業者と共同で駅前の再
開発（複合型大規模商業ビルの建設）を計画しました。

 本件は多額の資金が必要となることから、Ｄ社は不動産ノンリコ
―スローンでの資金調達を検討しました。

 商工中金は共同主幹事として、スキーム構築や契約書作成につい
て、メインの地域金融機関をサポートし、地域金融機関3行が参
加したシンジケートローンの組成を実現しました。

 今後は、駅前広場を中心とした地域の活性化が期待されていま
す。
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お客さまへの貢献・収支の状況

◆営業ＣＦ改善先数（※） 502先

（20.3期までの累計）

※ ビジネスマッチングの成約により、営業ＣＦの改善に寄与
した延べ取引先数

ＫＰＩ

 重点分野での課題解決や伴走型の本業支援により、お客さま
の営業ＣＦ改善に貢献してまいります。

 事業性評価を起点とするＡゾーン貸出による支援により、
お客さまの財務ＣＦ改善に貢献してまいります。

◆財務ＣＦ改善先数（※） 7,825先

（20.3期までの累計）

※ Ａゾーン貸出による対応の結果、財務ＣＦの改善に寄与
した取引先数

ＫＰＩ

◆ランクアップによる与信費用の低減（※）

▲82億円（20.3期）

※取引先のランクアップ(破綻懸念先から要注意先、要注意先
から正常先等)により低減された与信費用額

ＫＰＩ

 お客さまと課題を共有し、その課題解決に繋がるソリュー
ションを提供することで、お客さまの企業価値向上を支援し
ていきます。

営業ＣＦの改善 財務ＣＦの改善

与信費用の低減 収支の状況

◆ＯＨＲ 72％（20.3期）

◆経常利益 205億円（20.3期）

ＫＰＩ

 重点分野での取組み強化や経営合理化の推進による利益の確
保を通じて、安定的な調達基盤の維持とともに、自立した持
続可能なビジネスモデルの実現に取り組みます。
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ＫＰＩ一覧

2018年度 2019年度 増減

事業承継支援件数 198件 308件 110

Ｍ＆Ａ支援件数 17件 20件 3

ビジネスマッチング支援件数 383件 615件 232

海外与信先数 1,106先 1,090先 △16

海外現地法人の課題・ニーズ把握件数 2,550件 2,748件 198

組合事務局長会議開催件数 86件 160件 74

 前提・事業性評価

 ソリューション提供（本業支援）

2018年度 2019年度

商工中金のビジネスモデルを共有した取引先数 53,698件 65,112件

事業性評価を通じて正常運転資金を把握した
取引先数

26,076件 61,913件

2018年度 2019年度

お客さまと共有した課題･ニーズの件数 85,491件 89,426件

ローカルベンチマークの取組件数 － 33,790件

経営者保証ＧＬに基づく無保証貸出比率 35.8％ 41.2％
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ＫＰＩ一覧

2018年度 2019年度 増減

Ａ
ゾ
ー
ン

取組件数 4,331件 16,474件 －

取組金額 4,335億円 14,779億円 －

貸出残高 3,768億円 9,074億円 5,306

Ｂ
ゾ
ー
ン

計画策定支援（累計） 543件 1,185件 －

リファイナンス（累計） 578件 1,213件 －

ランクアップ数・率 532先・13.7％ 544先・13.5％ －

経営指標改善状況 － 2,575先・76.0% －

貸出残高 8,765億円 9,384億円 619

Ｃ
ゾ
ー
ン

取組件数 238件 568件 －

取組金額 394億円 985億円 －

貸出残高 988億円(※) 1,668億円(※) 680

Ｄ
ゾ
ー
ン

取組件数 309件 1,048件 －

取組金額 112億円 379億円 －

貸出残高 474億円 585億円 111

※3 Ｃゾーンの2019年度貸出残高には、外貨による貸付等188億円含む

 ソリューション提供（ファイナンス支援）

※2 Cゾーンの2018年度貸出残高には、外貨による貸付等117億円含む

※1 A、C、Dゾーンの取組件数・取組金額は、当座貸越契約等に基づく短期貸出も含めた片道の実行件数・実行金額の合計
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ＫＰＩ一覧

2018年度 2019年度 2021年度目標

同行訪問件数（経営ソリューション本部） 4,469件 5,292件 －

事業性評価外部資格取得率 60.2％ 75.1％ 80.0％

事業承継外部資格取得率 46.4％ 71.1％ 80.0％

内部資格取得者数（ソリューション） 122名 134名 130名

内部資格取得者数（経営改善） 93名 102名 80名

2018年度 2019年度

地域金融機関等への訪問件数 967件 1,458件

業界団体との意見交換会開催件数 10件 7件

連携・協業件数（ソリュー
ション提供）

515件 583件

協調融資件数 1,032件 2,160件

2018年度 2019年度

破綻懸念以下⇒
要注意以上

▲47億円 ▲53億円

要注意先⇒
正常先

▲37億円 ▲29億円

2018年度 2019年度

ＯＨＲ 71％ 72％

経常利益 307億円 205億円

 体制･人材

 地域金融機関との連携・協業

 収支の状況

 アウトカム（ＣＦの改善）

2018年度 2019年度

営業ＣＦ改善先数 147先 502先

財務ＣＦ改善先数 2,825先 7,825先

 アウトカム（与信費用の低減）

※いずれも2018年度からの累計


